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令和２年度一般会計当初予算案

　総額２７２億５０００万円を可決！！
令和２年度当初予算のあらまし

　令和２年度一般会計予算は、普通交付税の優遇措置終了に加え、交付額のさらなる減少が見込まれ
るほか、社会保障関連経費の増大なども影響し、昨年度に引き続き、厳しい予算編成が強いられたこ
とから、歳入では、財政調整基金に繰入上限額を設定したほか、公共施設等整備基金をはじめとした
各種基金を有効活用し、必要な財源の確保を図っています。また、歳出では、前年度に引き続き、「み
らい創造枠」並びに「地域創生枠」を設け、戦略的かつ中長期的な視点で各種施策を推進するととも
に、持続可能な開発目標であるＳＤＧｓ（※１）の推進を盛り込んだ予算編成となっています。

 ７６事業　 ２６億３０２３万円
◎主な事業のピックアップ

★みらい創造事業

●働く場の確保と産業の創出

 ５事業　 １０６０万円

田村市産木材活用支援事業 ５００万円

●生活環境の充実

 １１事業　 １億７３８５万円

公営住宅等長寿命化計画策定事業 ５４８万円

●健康と福祉

 ８事業　 ８億８１８１万円

保健福祉施設整備事業 ３億８０００万円

●誇れるまちづくり

 ８事業　 ４５４１万円

景観向上振興事業 ２７９万円

●子育て・教育支援

 ２６事業　 ７億６９９３万円

中学生わくわくＥＣＡ講座事業 （※２） ３５３万円

●市民の手で地域創生

 ６事業　 ３３７５万円

田村市まちづくり事業 ４０１万円

●道路・水道・防災対策

 ４事業　 ６億７３６３万円

消防団機能強化事業 １億２５３３万円

●役所改革

 ８事業　 ４１２７万円

公共施設予約システム導入事業 ２００万円

※１　２０３０年を期限とする１７の目標と
１６９のターゲットで構成された、先進国を含
む国際社会全体の開発目標のこと。

※写真は現在の市民病院

※写真はグリーンパーク都路の赤そば畑

※２　中学生の英会話力向上を目指し、ＮＨＫ
ラジオ英語講座の受講、英語検定の受検料、フィ
リピン・セブ島短期語学留学の支援を行う事業。
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令和２年度一般会計当初予算案

　総額２７２億５０００万円を可決！！

対前年比１６．９％減

 ２６事業　 １億８０５６万円
◎主な事業のピックアップ

★地域創生事業

●産業振興戦略

 ８事業　 ２３９９万円

水田放牧等活用推進事業 　４００万円

●子育て・少子化戦略

 ６事業　 ５１９０万円

子育て応援券給付事業 　　１９０８万円

●定住・雇用戦略

 １２事業　 １億４６８万円

地域おこし協力隊事業 　１４０８万円

グリーンツーリズム活性化事業 　２５０万円

 ４５事業　 ７７億３６９万円
◎主な事業のピックアップ

★復旧・復興事業

●郷土の復興

屋内遊び場整備事業 　３億３９００万円

汚泥再生処理センター整備事業　９億８９２０万円

都路町複合商業施設整備事業 ４億１５３０万円

田村市総合体育館空調施設
整備事業 ２億５６２０万円

※写真は建設予定地

※写真は都路町商業施設 （Domo 岩井沢店）
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○令和２年度各特別会計予算

会計名称 令和２年度当初予算額 増減率

特　
別
会
計

国民健康保険 ３９億７８３０万円 ２．２０％
介護保険 ４５億６１３０万円 ▲０．０７％
後期高齢者医療 ４億４４６８万円 １１．４７％
滝根町観光事業 ７億　１５０万円 ２２．６８％
農業集落排水事業 ２７２０万円 ０．７４％
授産場事業 ５７１０万円 ▲１４．７７％
診療所事業 ２億２１８０万円 ▲１．５５％

市税
39億 413 万円

（14.3％）

●グラフで見る一般会計予算の内訳

市に入って

くるお金

市で使う

お金

一般会計歳入歳出総額
　　　
　　　　　２７２億５０００万円

民生費
57億 7437 万円

（21.2％）

衛生費
44億 9584 万円

（16.5％）
農林水産業費

40億 4841 万円
（14.9％）

商工費
13億 8629 万円

（5.1％）

土木費
17億 5278 万円

（6.4％）

消防費
11億 1492 万円

（4.1％）

教育費
29億 8544 万円

（10.9％）

公債費
30億 6989 万円

（11.3％）

総務費
22億 242 万円

（8.1％）

その他
2億 3438 万円

（0.8％）

議会費
1億 8526 万円

（0.7％）

その他依存財源
4億 1759 万円

（1.5％）

市債
18億 3913 万円

（6.7％）

県支出金
29億 3983 万円

（10.8％）

国庫支出金
29億 9294 万円

（11.0％）

地方交付税
98億 6942 万円

（36.2％）

繰入金
35億 9132 万円

（13.2％）

その他自主財源
12億 5495 万円

（4.7％）
分担金及び負担金
使用料及び手数料
4億 4069 万円

（1.6％）

会計名称 令和２年度当初予算額

水
道
事
業

収益的収支 ６億６６００万円
資本的収入 ２億２５４０万円
資本的支出 ４億８５００万円

公
共
下
水
道
事
業

収益的収入 ５億５２１１万円
収益的支出 ５億９３００万円
資本的収入 ３億６３９９万円
資本的支出 ５億１９００万円

病
院
事
業

収益的収支 ８４０８万円

資本的収支 １億９４００万円

○令和２年度各企業会計

※収益的収支とは・・・
　経営活動によって発生する収入と
支出のことをいいます。具体的には、
収入では使用料などの料金収入が、
支出では施設の維持管理費や減価償
却費などが該当します。

※資本的収支とは・・・
　施設の建設改良に関する投資的な
収入と支出のことをいいます。具体
的には、収入では国庫補助金や企業
債が、支出では施設の建設改良費・
企業債返還金が該当します。
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（財政課）

予算常任委員会で集中審査。議論白熱の６日間！！ 予算常任委員会
委員長　土屋　省一

●令和元年度一般会計補正予算

令和元年度補正予算１０件と令和２年度当初予算１１件の合計２１議案を審査

令和２年度一般会計当初予算
U ターン定住化促進事業の概要は。

台風１９号災害復旧事業の予算措置は。

（経営戦略室）Ａ

Ａ

引越し費用補助金として、一人当たり１０万円や新
築補助金として、１世帯当たり１００万円などの支
援があります。また、現在もテラス石森に「空き家
の窓口」を設置し、総合支援を行っています。

昨年１０月１２日に災害が発生し、直ちに、①予備
費充当。②１１月補正予算。③１２月補正予算。④
２月補正予算（専決）。⑤３月補正予算と５段階で
予算措置を行いました。最終的な予算額は、公共土
木施設災害復旧費、２４億７３１万９千円、農林水
産施設災害復旧費、２５億７８７９万１千円、文教
施設災害復旧費、４７９２万８千円などで、合計
５０億４１１９万３千円となっています。

Ｑ

Ｑ

予算常任委員会審査状況

令和元年度一般会計補正予算

Ａ
都路町複合商業施設整備計画の概要は。

（商工課）
都路町岩井沢字楢梨子地内の農地約１．３ｈａを建
設予定地としており、地域住民の生活用品の買い物
や、通行者の食事・休憩場所などとして整備する予
定です。

Ｑ

Ａ
生涯学習等複合施設整備事業の概要は。

（生涯学習課）
公民館機能、図書館機能、体育館機能などを備えた
市民の憩の場として、現在の船引公民館の立地箇所
に建設します。本年度は、公共施設等整備基金繰入
金を財源として、基本設計業務の委託を予定してお
り、その後、都市計画マスタープランへ組み入れる
こととしています。

Ｑ

消費生活センターの設置場所と相談内容は。

（生活環境課）Ａ
消費生活センターは、生活環境課内に設置してお
り、生活相談員２名により対応しています。相談内
容は、光回線・通信のトラブルや借金などの金融・
保健に関すること、架空請求などの商品購入に係る
トラブルの相談が全体の約６２％を占めています。

Ｑ

補正額（補正後予算総額） 補正の主な内容（歳出）
事　業　名 補　正　額

２５億１８０９万１千円減
（４１１億４４５万９千円）

小・中学校ＧＩＧＡスクール構想事業
（※３）

２億１４５０万１千円

たむら市民病院建設基金積立金 ４４３０万０千円

公共施設等整備基金積立金 ３９１１万１千円
農業災害特別対策補助事業

（台風１９号災害関連）
１１８２万７千円

稲わら撤去補助事業
（台風１９号災害関連）

６００万０千円

木質バイオマス施設等整備事業 ▲１６億７４９８万８千円

除染対策事業 ▲６億　８２６万９千円
住家応急修理事業

（台風１９号災害関連）
▲２３８０万０千円

　令和元年度一般会計補正予算が提出され、原案のとおり可決しま
した。予算額については、次のとおりです。

○一般会計補正予算

※３　児童・生徒一人ひとりの創造性を育む教育ＩＣＴ
環境の実現に向け、１人１台の学習者用端末と一度に複
数がアクセスできる通信環境を整備するもの。
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３月定例会のあらまし
　令和２年３月定例会が２月２７日から３月１９日までの２２日間にわたって開かれました。
　市長より条例の制定、条例の一部改正、令和２年度各会計予算及び令和元年度各会計補正予
算などの議案が提出され、全て原案のとおり可決しました。

●手話言語及び障害者コミュニケーション
　条例

　３月定例会において、陳情３件が審議されました。その結果は下記のとおりです。
○幼児教育・保育の無償化の実施に伴う陳情書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【不採択】
　　陳情者　　福島県保育連絡会　代表　大宮　勇雄
○軽自動車税納税証明書（継続検査用）の有効期限と軽自動車税の納期期日の変更について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【継続審査】
　　陳情者　　福島県自動車整備振興会郡山支部　
　　　　　　　田村西方部長　管野　正明、田村西方部会員一同
　　　　　　　田村東方部長　佐藤　高始、田村東方部会員一同

◎◎ 請願 ・ 陳情審査結果 ◎◎

陳　情

　手話も言語であるということを理解するとともに、障害の
特性に応じた多様なコミュニケーション手段の利用を促進す
ることにより、障害のある人もない人も安心して暮らすこと
のできる地域社会を実現するため条例を制定するものであ
り、原案のとおり可決しました。

条例制定後の記念撮影

●放課後児童健全育成条例の一部改正

　令和２年度から、田村市文化センター裏に建設するプレハ
ブ施設を賃貸し、新たに「たむら学童センター」として学童
業務を実施するなど、学童保育を行っている施設の変更及び
増設と学童保育の期間及び時間について、運営に必要な内容
に変更するため条例を改正するものであり、原案のとおり可
決しました。

建設中の 「たむら学童センター」
（文化センター裏）

●天地人館条例の廃止

　あぶくま洞に併設し、無料休憩所として開放している「天
地人館」について、老朽化及び耐震性能不足により施設を廃
止するために条例を廃止するものであり、原案のとおり可決
しました。

取り壊しが決まった天地人館

○木質バイオマス発電施設等整備事業への交付金等の交付執行に関わる事項の審議凍結・保留
　等の陳情　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【不採択】

　　陳情者　　大越町の環境を守る会
　　　　　　　代表幹事　渡辺　道雄、渡辺　勝一、久住　秀司、吉川　ヨウ子
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※意見が分かれた議案について掲載しました。
３月定例会賛否一覧表

○：賛成　●：反対

議案等名

会派名

議
決
結
果

賛
成：反対

市民 net
たむら 政友会 声を

きく会 至誠会
改革
未来

たむら
市民
の会 無会派

議員名

菊
　
地
　
武
　
司

渡
　
邉
　
照
　
雄

吉
　
田
　
文
　
夫

猪
　
瀬
　
　
　
明

半
　
谷
　
理
　
孝

照
　
山
　
成
　
信

白
　
石
　
高
　
司
　

二
　
瓶
　
恵
美
子

白
　
石
　
勝
　
彦

遠
　
藤
　
正
　
德

大
和
田
　
　
　
博

土
　
屋
　
省
　
一

大
　
橋
　
幹
　
一

佐
　
藤
　
重
　
実

石
　
井
　
忠
　
重

長
谷
川
　
元
　
行

橋
　
本
　
紀
　
一

安
　
瀬
　
信
　
一

石
　
井
　
忠
　
治

木
　
村
　
高
　
雄

議案第３０号
令和２年度一般会計予算

原案
可決 18： １ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○○○○○○●

議案第３０号の採決の様子

●田村広域行政組合の解散に伴う田村東部環境セン　
ター、田村西部環境センター及び田村広域一般廃棄物
最終処分場の財産処分について

　田村広域行政組合解散後のごみ処理体制の構築にあたり、一般廃棄
物処理基本計画の策定などに相当の期間を要することが想定されるた
め、先行して財産の帰属先を決めるためのものであり、原案のとおり
可決しました。

田村東部環境センター

施　設　名 帰属先 帰属日
田村東部環境センター 田村市 令和５年４月１日
田村西部環境センター 三春町 〃

田村広域一般廃棄物最終処分場 田村市 〃 田村広域一般廃棄物最終処分場

●土地の取得

　保健福祉施設整備事業として進めている、「認可保育所」、
「市民病院」及び「給食施設」の建設用地として一体的に整
備するため、次の土地を取得するためのものであり、原案の
とおり可決しました。

建設予定地

所　在　地 船引町船引字屋頭清水地内
地　　　積 ３０，８３４. ４６㎡
取 得 価 格 ７６７８万４７２９円
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市政を問う！！
５名の方が代表質問、１０名の方が一般質問しました。

市政全般

代表

予算執行について 白石　高司議員 P9
「田村市財政危機宣言」について 〃 〃
令和２年度の当初予算と主要施策について 佐藤　重実議員 〃
人口減少問題対策について 〃 〃
田村市大改革と市政運営について 菊地　武司議員 P10
令和２年度予算編成方針と行財政改革施策について 土屋　省一議員 P10

一般

「議場を市民に」庁舎４Ｆなどの公共施設の利用開放の検討に
ついて 白石　勝彦議員 P12

田村市に寄せられた寄付金について 〃 〃
新年度予算について 吉田　文夫議員 〃
令和２年度市政運営と行財政改革について 安瀬　信一議員 P13
田村市人事評価制度について 照山　成信議員 P15

代表 ・ 一般質問

産業・観光

代表 田村市東部産業団地について 猪瀬　　明議員 P11

一般

田村市バイオマス発電の安全・安心対策について 白石　勝彦議員 P12
大越町旧住友セメント汚染土壌について 木村　高雄議員 P14
農業の振興及び台風１９号に伴う農地と農業用施設等の被害
実態と復旧・復興について 石井　忠治議員 P16

まちづくり 代表 「市民総参加の憩の杜」づくりについて 土屋　省一議員 P10
一般 買い物弱者・商店街活性化対策補助金について 石井　忠重議員 P11

安心・安全

代表 多死社会への対応と市民サービスの向上、業務の効率化につ
いて 土屋　省一議員 P10

一般

田村市消防団の現状と課題について 石井　忠重議員 P11
防災・減災対策について 渡邉　照雄議員 P14
上下水道について 〃 〃
食品ロス対策について 〃 〃
危険木対策について 半谷　理孝議員 P15

保健・福祉 一般

障害者コミュニケーション条例の制定について 石井　忠重議員 P11
オーラルフレイル（口からの健康）予防対策について 吉田　文夫議員 P12
市内保育所の入所条件と現状について 二瓶恵美子議員 P13
新設予定の屋内遊び場について 〃 〃
小学校併設の滝根幼稚園について 〃 〃
針湯荘の指定管理の指定について 木村　高雄議員 P14
針湯荘の運営について 半谷　理孝議員 P15
新型コロナウイルスへの対応について 〃 〃
新型コロナウイルス感染症対策について 照山　成信議員 〃
保健・福祉行政の充実について 石井　忠治議員 P16

教育

代表 小、中学生の携帯電話の利用環境について 菊地　武司議員 P10

一般

学校施設の長寿命化に向けた改修対策について 吉田　文夫議員 P12
子育てと教育行政について 安瀬　信一議員 P13
学校用務員について 木村　高雄議員 P14
教育行政の充実・進展及び課題について 石井　忠治議員 P16

災害関連
代表

台風１９号の復旧について 菊地　武司議員 P10
台風１９号にかかる農業災害復旧について 猪瀬　　明議員 P11
原子力災害復旧業務関連について 〃 〃

一般 台風１９号被害の復旧について 安瀬　信一議員 P13
台風１９号災害からの復旧復興について 照山　成信議員 P15
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
代
表
質
問
」
と
「
一
般
質
問
」
で
す
。

台風１９号被害へ
の市の対応は。

防災計画や防災マッ
プの改訂を進めます。

田村市総合計画の具現化に向け、戦略的かつ中長期
的な視点で各種施策を進めるとともに、地域創生の
推進と行財政改革を両立させ、ＳＤＧｓの考え方を
基本方針に盛り込みます。

予算編成の基本方針は。
Ａ（総務部長）

令和２年度の当初予算と主要施策について

Ｑ

人口流出抑制や定住促進策は、地域創生総合戦略に
基づき転入子育て世代への支援補助など引き続き人
口減少対策の充実を講じます。また、企業誘致や産
業の育成策については、田村市産業団地などを中心
にＰＲ活動と企業との交渉を進めています。

人口の流出抑制や定住促進策、企業誘致や産業の育
成策の展望は。

Ａ（市長）

人口減少問題対策について
Ｑ

「田村市財政危機」
は脱したのか。

時間を要するもの
と認識しています。

地域経済の活性化にとって、予算執行の経済波及効
果が大きいが、直近５年間の物品発注、工事発注、
業務委託など発注先の市内業者と市外業者の割合
は。

Ａ（副市長）

予算執行について

その他
・危機管理について
質問を行いました。

Ｑ

平成３０年度から断行した行財政改革の結果、人件
費などの経常経費の削減により、市町村財政計画で
見込んでいた経常収支比率９２．２％は、０．６% 改
善の９１．６％で決算でき、改善の成果が少しずつ
見え始めました。行財政改革の効果が表れるまで
には、ある程度の時間を要するものと認識してお
り、不断の決意をもって実施することが、時代に適
した行政の推進と財政の健全化につながると考えて
おり、引き続き徹底した行財政改革を進めるととも
に、市民へのわかりやすい情報発信に努めます。

市民の方から「最近次々と大きな事業があるが、財
政危機はどうなっているの」と聞かれることが多く
あるが、「田村市財政危機」は脱したのか。

Ａ（市長）

Ｑ

声をきく会
　白石　高司議員

「田村市財政危機宣言」について

その他
・環境問題の地球温暖化対策について
・未来を担う市職員採用について　質問を行いました。

代表質問

改革未来たむら
　佐藤　重実議員

①直ちに、防災計画やタイムライン等の見直しに着
手し、田村市防災マップの改訂を進めます。また、
市独自の支援として、台風１９号により被災した宅
地や農地の修繕に対し補助事業を創設し、復旧支援
などを行っています。
②市独自の取組みとしては、近隣市町村や姉妹都市
などと災害相互応援協定を結び、相互支援体制を整
備しています。昨年の台風１９号では、受援として
東京都中野区や新潟県新発田市から土木技術職員の
派遣をいただきました。本市からの応援としては、
郡山市の避難所などへ職員を派遣しました。

①台風１９号被害への市の対応とその後の支援、措
置状況は。
②災害時の他自治体との応援、受援体制と近年の実
績及び成果は。

Ａ（市民部長）

安全な町づくりの災害対応策について
Ｑ

田村市産業団地

○平成２６年度
・物品発注　市内８０．３％　　市外１９．７％
・工事発注　市内９８．６％　　市外　１．４％
・業務委託　市内５４．２％　　市外４５．８％
○平成２７年度
・物品発注　市内６７．２％　　市外３２．８％
・工事発注　市内９８．４％　　市外　１．６％
・業務委託　市内４９．２％　　市外５０．８％
○平成２８年度
・物品発注　市内７５．８％　　市外２４．２％
・工事発注　市内９７．３％　　市外　２．７％
・業務委託　市内４９．２％　　市外５０．８％
○平成２９年度
・物品発注　市内７９．８％　　市外２０．２％
・工事発注　市内９９．９％　　市外　０．１％
・業務委託　市内４４．８％　　市外５５．２％
○平成３０年度
・物品発注　市内８８．９％　　市外１１．１％
・工事発注　市内８５．４％　　市外１４．６％
・業務委託　市内５６．３％　　市外４３．７％
となっています。
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窓口対応

歳入歳出全般の見
直しを進めます。

①令和２年度は前年度と比較し、１億円程度減少し
ており、令和２年度当初予算は、前年度予算に比べ
５５億３０００万円減の予算編成となりました。歳
入減少の対策は、市税等の徴収率向上やふるさと納
税寄付金の増額など、新たな自主財源確保のほか
民間活力導入による歳出抑制などに取組みます。
②財政状況の分析により将来の見通しを把握し、歳
入歳出全般の見直しを進め、市の魅力や特徴が増す
ような施策の実現に向け、予算化を進めます。

①普通交付税が一本算定に移行することによる減少
額とその影響と対策は。
②持続可能な財政基盤をつくる具体的な取組みは。

Ａ（総務部長）

令和２年度予算編成方針と行財政改革施策に
ついて
Ｑ

①複数回に渡り、今後の進め方や基本構想の策定な
どの協議が持たれていますが、昨年７月下旬にＮＰ
Ｏ法人が活動休止しており、進展のない状況です。
②今後、構想が具体化された時点で、選任担当者配
置の必要性を検討します。

①陳情採択後の関係部署による検討内容並びに陳情
者との協議内容は。
②選任の担当者を関係部局に置く考えは。

Ａ（総務部長）

死亡・相続に係る手続きが複数の課にまたがる場合
は、それぞれの担当者が受付カウンターに来て対応
するなど、ワンストップに準じた対応を行っていま
す。

お悔やみ手続きのワンストップ窓口設置の考えは。

Ａ（市民部長）

多死社会への対応と市民サービスの向上、業務
の効率化について

「市民総参加の憩の杜」づくりについて

Ｑ

Ｑ

市内小中学生の携帯
電話の校内使用は。

校内使用は認めて
いません。

田村市産業団地の整備による雇用の確保など、産業
振興に努めました。健康と福祉においては、たむら
市民病院の開院など、医療提供体制の充実を図って
います。未来を担う人づくりでは、小中一貫教育な
ど、人材育成に力を入れてきました。今後は、大越
診療所、パークゴルフ場など、順次、施設が整備さ
れていきますが、さらなる理想と事業効果を求め
て、公約の推進を図ります。

就任３年間の事務事業の進捗、公約の実行と推進へ
の取組みは。

Ａ（市長）

田村市大改革と市政運営について
Ｑ

本年度実施した教育委員会の調査の結果、小学生の
所有率は２０％、中学生は５４％となっています。
校内での使用は、家庭の特別な事情により、許可制
で認めている学校はあるものの、授業中は学校が一
時的に預かり、校内での使用は認めていません。

市内小中学生の携帯電話の保持率と校内使用は。
Ａ（教育長）

小、中学生の携帯電話の利用環境について
Ｑ

市民 net たむら
　菊地　武司議員

至誠会
　土屋　省一議員

整備中の大越診療所

その他
・令和２年度当初予算について　質問を行いました。

①国の災害査定が本年１月下旬に終了し、３月の入
札を経て、順次発注予定としています。市単独の修
繕工事は、農業用施設１６０か所、林業用施設３１
か所を発注しており、優先順位の高い箇所から進め
ます。農地については、市単独補助事業の申請が２
月末現在、３９件で６９０万円となっています。
②市では、現在のところ考えていません。なお、令
和２年産の水稲等の種子や苗代に対し、ＪＡ福島さ
くらにおいて助成制度を設けていると伺っていま
す。

①農地及び水路の復旧作業の進捗状況は。
②農家への種子や苗の助成は。

Ａ（産業部長）

台風１９号の復旧について
Ｑ

その他
・第３次田村市行政改革大綱実施計画の評価検証について
・キャッシュレス納税の導入について
質問を行いました。

財政基盤をつくる
取組みは。
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
一
般
質
問
」
で
す
。

窓口に配置されている手話通訳者

消防団員確保の取
組みは。

団の在り方の協議
を行っています。

①市内聴力障害者会からの要望などで「手話言語条
例」の制定要請を受け、検討を重ねた結果、障害の
特性に応じた様々なコミュニケーション手段を総合
的に推進する内容とした条例を制定することとし、
今定例会に提案させていただきました。
②継続して行う取組みは、手話通訳者や要約筆記者

（※４）の派遣、手話奉仕員養成講座などで、新た
な取組みとしては、来年度から市役所の窓口に手話
通訳者１人を配置したいと考えています。

①条例制定の経緯は。
②条例制定後の具体的な取組みは。

Ａ（市長）

障害者コミュニケーション条例の制定について
Ｑ

本年度においては、県の事業による消防団協力企業
からの団員向け優待券の配布や消防団検討会におい
て、団の在り方そのものの改革の協議を行ってお
り、具体的な取組みは、今しばらく猶予をいただき
たいと思います。

消防団員確保に向けた取組みは。
Ａ（市民部長）

田村市消防団の現状と課題について
Ｑ

東部産業団地造成地

復旧工事完了の見
通しは。

現時点では、見通し
は立っていません。

①農地の工事費及び補助金で２億９００１万８００
０円、農業用施設の修繕料及び工事費で１８億９９
２８万９０００円、その他、農地・農業用施設の区
分ができないコンサル委託料など、２億１８４５万
５０００円で計２４億７７６万２０００円です。
②来年度の作付けができるよう、復旧工事を進めて
いますが、現時点では、全ての関連工事完了の見通
しは立っていません。

①農地災と農業用施設災の復旧工事予算は。
②復旧工事完了の見通しと時期は。

Ａ（市長）

台風１９号にかかる農業災害復旧について

その他
・政治家と行政について　質問を行いました。

Ｑ

①現時点での契約額ベースでの進捗率は２３．３％
です。完成時期は、令和３年３月の予定でしたが、
台風１９号による災害復旧工事を優先していること
から、完了期日に遅れが生じると見込んでいます。
②企業立地セミナーへの出展などのＰＲ活動によ
り、複数の企業から問合せがありますが、確定して
いる案件はありません。

①造成工事等の進捗状況と完成時期は。
②企業の進出見込みは。

Ａ（産業部長）

市の一時保管場所から積込場までの端末輸送は、現
在までに約９割以上が終了し、令和２年１０月頃の
完了見込です。これに伴い、環境省が中間貯蔵施設
や仮設焼却施設に搬出する直行輸送も、令和２年度
末までに完了する計画となっています。このため、
市内全ての一時保管所の原状回復及び地権者への返
還の完了は、令和３年度末と見込んでいます。

復興事業の完了時期と可燃焼却物の搬出完了予定
は。

Ａ（市民部長）

Ｑ

Ｑ

政友会
　猪瀬　明　議員石井　忠重議員

田村市東部産業団地について

原子力災害復旧業務関連について

その他
・学校教育について　質問を行いました。

一般質問

①１月末の登録者数は、移動販売事業者が４者、食
料品等の宅配サービス事業者が８者で、交付額は約
６９万円です。成果は、高齢者など交通手段のない
方が食品などを定期的に入手できる環境になってい
ることに加え、移動販売事業者などの経営維持・拡
大に一定の効果があるものと受け止めています。
②市の広報やホームページの周知などで利用促進を
図るとともに、県の補助や融資を行う市内金融機関
と連携を図り、新規販売事業者の登録に努めます。

①活用状況と成果は。
②今後の普及方法は。

Ａ（産業部長）

買い物弱者・商店街活性化対策補助金について
Ｑ

※４　主に第一言語を手話としない、中途失聴者・難聴
者を対象とした、話されている内容を要約し、文字とし
て伝える情報保障手段のこと。
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公立学校施設の長
寿命化計画は。

市全体の計画を策
定します。

①予算編成に当たっては、総合計画の具現化に向け
た各種施策の着実な推進を挙げており、６つの柱と
郷土の復興の基本方針に沿った予算としていること
から、整合性は確保されていると認識しています。
②田村市産業団地への企業誘致をはじめ、都路町複
合商業施設の整備など、ハード事業の展開に加え、
田村市産木材の利用拡大など、即効性のあるソフト
事業を複合的に実施し、地域経済の振興を図ること
で経済効果がもたらされるものと期待しています。

①田村市総合計画との整合性は。
②経済効果は。

Ａ（市長）

Ｑ

平成２９年度に策定した田村市公共施設等総合管理
計画を基に、学校施設に求められる機能を確保する
ため老朽化等を把握し、学校施設の役割を考慮した
上で、市全体の計画を策定することとしています。

Ａ（教育部長）

①「口の健康」をテーマとする健康出前講座を本年
度１月末までに１１回開催し推進に努めています。
表彰については、平成３０年度で終了し、令和元年
度からは、表彰制度から認定制度に切り替わり、市
では、平成３０年度は１１人の表彰、令和元年度は
６人が認定されています。
②平成２４年度から専門職派遣の希望があった運動
サロンへ歯科衛生士を派遣し、実技指導や講話を実
施しています。

①８０２０運動の推進と該当者の表彰は。
②いきいき田村元気塾などでの取組みは。

Ａ（保健福祉部長）

Ｑ

議場

議場・特別会議室
の開放の考えは。

可否判断は議会にあ
るものと考えます。

庁舎の管理権は市長に属する権限ですが、議場をは
じめ４階の各室の使用は、議会にその可否判断を委
ねているのが実情のため、その使用の可否判断は実
質的にも議会にあるものと考えます。

市民に開かれた庁舎を目指し、議場・特別会議室の
開放、貸出の考えは。

Ａ（総務部長）

その他
・田村市後期基本計画の実践について
質問を行いました。

Ｑ

①稼動時期については、試運転前にモニタリングを
開始し、データの活用方法は、月１回程度の回覧板
による周知や事業者のホームページで情報公開を行
う予定です。
②ヘパフィルターの効果は、住民の安心確保のため
必要なものと事業者が判断し設置すると伺っていま
す。フィルター交換時の安全対策は、周辺環境に影
響がないよう、事業者とメーカーで協議中です。

①モニタリングの稼動時期とデータの活用方法等
は。
②ヘパフィルターの効果と交換作業の安全対策は。

Ａ（産業部長）

Ｑ

白石　勝彦議員

都路中学校

吉田　文夫議員

「議場を市民に」庁舎４Ｆなど公共施設の利用開
放の検討について

田村市バイオマス発電の安全・安心対策に
ついて

新年度予算について

学校施設の長寿命化に向けた改修対策について
公立学校施設の長寿命化計画は。Ｑ

オーラルフレイル（※５）（口からの健康）予防
対策について

その他
・教育振興策について　質問を行いました。

①１月末現在で４０件、８９９７万４１６０円で
す。（ふるさと納税を除く。）
②田村市寄附採納事務取扱規程に基づき、適正な執
行に努めており、特に１００万円以上の金額の申し
出があった場合、審査会に付し、その取り扱いを決
定することにしています。

①令和元年度は特に多額の寄付があったそうだが、
件数と総額は。
②寄附を受けるためのルール制定は。

Ａ（副市長）

Ｑ

田村市に寄せられた寄附金について

※５　噛んだり、飲み込んだり、話したりするための口
腔機能が衰えること。
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
一
般
質
問
」
で
す
。

新たに開設した滝根幼稚園

屋内遊び場のコン
セプトは。

他自治体に例のない
魅力あるものです。

保育の実施基準における入所条件において、母親の
出産の場合は、産前８週、産後８週の期間との定め
があり、９週目以降は保育が可能となる考え方か
ら、国の保育の実施基準に基づき保育所を退所して
いただいています。なお、一定条件により、１歳児
まで継続が認められます。

第１子が入所中に、第２子が誕生すると８週後に退
所することになっているが、その理由は。

Ａ（保健福祉部長）

Ｑ

①コンセプトは、子どもの運動機会創出と屋外への
不安解消を目的とした、他自治体に例のない魅力あ
る屋内遊び場です。構想は、船引運動場の南側を建
設予定地として、概ね１２歳までの子ども及びその
保護者を想定し、子どもの発育に配慮した施設及び
遊具や保護者同士が交流する空間としても活用でき
るようにし、令和３年４月の開所を目指します。
②施設管理については、民間への業務委託なども視
野に検討します。また、運営内容は、アンケート調
査での意見も踏まえ検討します。

①屋内遊び場のコンセプトと構想は。
②施設管理と運営は。

Ａ（市長）

三世代ふれあい交流館まで移動する園児の負担や安
全面を考慮し、滝根小学校及び市教育委員会と再度
協議を重ねた結果、現在と同様、滝根幼稚園で実施
している幼児預かり保育事業が継続できるよう、平
日も滝根小学校内滝根幼稚園において開設すること
としました。

当初予定の預かり保育場所の変更理由は。
Ａ（保健福祉部長）
Ｑ

Ｑ

新たに整備された水管橋

財 源 確 保 の 対 策
は。

未利用財産の売却な
どで確保します。

①歳入の４割を占める普通交付税の合併優遇措置終
了による影響などで自主財源の確保は今以上に進め
なければなりません。財源確保の対策としては、未
利用財産の売却などで自主財源の確保に繋げます。
②指定管理など民間活力によるサービスの継続・向
上、放課後児童クラブの民間委託などの新たな取組
みにより、歳出の抑制が重要と認識しています。

①財政健全化に向けた自主財源の必要性と財源確保
の対策は。
②行財政改革に対する新たな取組みは。

Ａ（市長）

Ｑ

①令和２年度から３歳児以上の園児及び幼児の主食
費の無償化や補助に加え、現在策定中の第２期子ど
も・子育て支援事業計画により、公平で公正な支援
を進めて行きたいと考えています。
②デュアル学習の受入れなど、側面からサポート
し、人材育成を目指します。また、県などにこの支
援をＰＲし、船引高校が存続するよう取組みます。

①子育て支援策の新たな展開と展望は。
②船引高校存続対策の市の考えは。

Ａ（教育長）

Ｑ

二瓶恵美子議員 安瀬　信一議員

令和２年度市政運営と行財政改革について

子育てと教育行政について

その他
・里山除染について　質問を行いました。

市内保育所の入所条件と現状について

新設予定の屋内遊び場について

小学校併設の滝根幼稚園について

①取水ポンプの浸水は、昭和３８年設置以後、初め
てのことでしたが、今後の災害に備え、施設の防水
化や移転などの検討が必要となっています。
②児童の登下校の時間帯だけ車両進入禁止など、交
通規制ができないか公安委員会と協議しており、ま
た、行政区からも新たな歩道橋設置の要望があるこ
とから、今後どのように対応できるか検討します。

①取水ポンプの今後の災害対策は。
②復旧する水管橋は人が通行できないが、通学路の
安全担保は。

Ａ（建設部長）

Ｑ

台風１９号被害の復旧について

その他
・多胎児家庭への支援事業について
質問を行いました・
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被災当時の状況

防災士の今後の支
援策は。

民間資格のため考
えていません。

①県では、船引地域の改修計画断面の検証を行って
いると伺っており、市でも検証結果により、事業の
進捗と併せ、改修計画変更の要望を行います。
②市内の防災士の認証登録者数は、２月末現在で男
性２７人、女性１人の計２８人です。支援策は、民
間資格であることなどから考えておりません。
③液体ミルクの備蓄は、賞味期限やコスト面などに
課題があるため、粉ミルクの備蓄と併せ検討しま
す。マスクの備蓄は、立体型マスクの薄手タイプが
２万枚、高性能タイプが２，０００枚で、災害対策
の使用に備え保有しています。

①大滝根川水系の治水対策は。
②防災士（※７）の男女別人数と今後の支援策は。
③防災備蓄品への液体ミルクの利用は。また、マス
クの備蓄と活用方法は。

Ａ（市長）

Ｑ

①船引、常葉ともに３月末の完成を目標に復旧工事
を進めています。
②本年２月１７日現在で、申請者１０５件のうち
９０件の設置が完了しています。なお、令和５年度
まで事業は継続します。

①台風１９号の被害による上水道の復旧は。
②飲用井戸等整備事業の実績と今後の支援策は。

Ａ（建設部長）

県の取組みを広報紙等で周知するとともに、学校給
食では「減らそう食品ロス」の推進を図っています。
さらに、県内の飲食店などを対象に「食べ残しゼロ
協力店」事業を展開し、食品ロスを削減する取組み
を推進しています。

市民運動の機運を高める取り組みは。
Ａ（市民部長）
Ｑ

Ｑ

搬出計画は提出さ
れているか。

報告を受けるにと
どまっています。

①昨年、一昨年と２回に渡り要望書を提出していま
すが、住友大阪セメントからは「適正管理に努める」
との報告を受けるに止まっています。
②土壌調査は平成３０年まで実施し、基準値未満の
ため本年度から実施していません。水質検査は、住
友大阪セメントが自主的に、平成２８年２月から４
回実施しており、いずれも基準値未満です。

①「搬出計画の提出を求め、早期に搬出が完了する
よう要請する」とあったが、その後、搬出計画は提
出されているか。
②年４回の水質検査、年２回の土壌調査結果は。

Ａ（産業部長）

Ｑ

①市内小中学校１７校の用務員数は２０人で、平均
年齢は５８．３歳です。
②人員確保や業務内容などを総合的に検討した結
果、シルバー人材センターに委託することにしまし
た。当面大規模４校は、引き続き職員を配置します
が、そのほかは、シルバー会員が業務に当たります。

①市内小中学校の用務員数及び平均年齢は。
②シルバー人材センターに委託する理由と計画は。

Ａ（教育部長）

Ｑ

公明党
　渡邉　照雄議員

日本共産党
　木村　高雄議員

大越町旧住友セメント汚染土壌について

学校用務員について

①指定管理者と定期的な協議を行い、基本協定の履
行を確認するとともに、今まで以上に利用いただけ
る施設運営となるよう指導・助言します。
②指定管理者が引き続き雇用したいとの意向もあ
り、雇用内容・条件等を示しながら、各個人及びシ
ルバー人材センターと直接交渉を行っています。

①サービス低下を防ぐための市の関わりは。
②現在雇用されている職員はどのようになるのか。

Ａ（市長）

Ｑ

針湯荘の指定管理の指定について

防災・減災対策について

上下水道について

食品ロス（※８）対策について

一時保管されている汚染土壌

その他
・公立学校教員の「１年単位変形労働時間制（※６）」
について　質問を行いました。

その他
・未就学児のカフェイン過剰摂取について
質問を行いました。

※６　教職員の業務の繁閑に応じて、労働時間
を配分することにより、年単位での総労働時間
を短縮する制度。

※７　自助・共助・協働を原則とした、社会の
様々な場で防災力を高めるため、十分な意識と
一定の知識・技能を有した者のこと。
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次
の
ペ
ー
ジ
は
、「
一
般
質
問
」
と
「
各
委
員
会
行
政
視
察
調
査
報
告
」
で
す
。

新型コロナウイルス対策 （マスク着用での入学式）

新型コロナの市が
保有する情報は。

報道される内容と
変わりません。

①市の情報は、国・県対策本部の会議内容や厚生労
働省での対応方針が、随時、メールで配信されたも
ので、メディアで報道される内容と変わりません。
②市民が冷静に適切な予防行動をとるためには、正
確な発生状況や予防法など、国が示す指針等の情報
共有が必須であり、重要だと考えており、今後もあ
らゆる機会を捉え情報提供、共有を図り、市民の感
染予防に努めます。

①市が保有している情報は。
②市民、行政、医療機関の情報共有と連携は。

Ａ（保健福祉部長）

Ｑ

行政区などの共同作業による共助の取組みや、ボラ
ンティアによる土砂撤去など、地域の力に大きく貢
献いただいていると認識しています。しかし、いま
だ手付かずの小規模な被害箇所もあると思われるた
め、引き続き敷砂利や杭等を支給するなど、地域と
連携しながら早期復旧に取組みます。

地域力との連携した取組みは。

Ａ（市長）
Ｑ

４月から指定管理となる針湯荘

市内全域の日陰解
消対策は。

危険と判断した区間
を解消しています。

市では日陰木対策事業により、幹線道路沿線の立ち
木の影響で日陰となり、冬季間に路面が凍結するな
ど、通行する車両に著しく危険を及ぼすと判断した
区間において、影響する立ち木を伐採し日陰を解消
しています。

市内全域での日陰解消対策と周知は。
Ａ（建設部長）
Ｑ

市の役割は、指定管理者と相互にコミュニケーショ
ンを取りながら、施設の管理運営において共通した
意識のもと、福祉の向上のため、よりよいサービス
が提供できるよう指導・助言することです。

サービス向上のための市の役割は。
Ａ（保健福祉部長）

感染が疑われる場合の相談窓口は、国、県の帰国
者・接触者相談センターが電話で対応し、受診医療
機関を案内することとなっており、市では窓口案内
をホームページなどで周知を図りました。医療機関
との協力体制は、田村地方新型インフルエンザ等対
策協議会を開催し、新型コロナウイルス感染につい
て、医師会や消防署との情報共有と対処方針を協議
し、対応を確認しました。今後の拡大により、県内
感染例が発生した場合は、市対策本部において、国、
県の指針等に基づく市民への情報提供や施設の使用
制限の検討など、予防対策を進めます。

市民の相談窓口や医療機関との協力体制など感染拡
大の対応は。

Ａ（市長）

Ｑ

Ｑ

照山　成信議員 半谷　理孝議員

危険木対策について

針湯荘の運営について

新型コロナウイルスへの対応について

新型コロナウイルス感染症対策について

台風１９号災害からの復旧復興について

その他
・建設業界と行政の関係について
・公共工事の現場管理について
・ゴミ処理施設解体について
・台風１９号による災害について
質問を行いました。

①評価結果に基づいて、賞与における勤勉手当に反
映させるなど、頑張った職員が報われる仕組みとす
ることで労働意欲向上に一定の効果を上げていま
す。欠陥については、職員全員が等しく納得する万
能の評価制度はないため、今後も、頑張った職員が
報われる人事評価に努めます。
②本市では、人事評価制度に対する意識調査は実施
していません。

①制度の成果と欠陥は。
②制度に対する職員への意識調査の有無は。

Ａ（総務部長）

Ｑ

田村市人事評価制度について

※８　売れ残りや食べ残し、賞味期限切れ食品
など、本来は食べることのできたはずの食品が
廃棄されること。
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　請願とは、憲法第１６条に規定された国民の権
利として、公の機関に対して要望を述べる行為で、
必ず紹介議員を要しますが、誰でも提出すること
ができます。陳情とは、事実上の行為として議員
の紹介なしで提出するものです。

請願・陳情のお知らせ

○請願（陳情）書の書き方と提出方法

　請願書などは、議会事務局へ直接持参し
てください。なお、定例会開会の５日前（土
日祝日を除く）に開かれる議会運営委員会
前日午後５時までに受付したものは、当該
定例会で審議するかどうかを議会運営委員
会で判断しますが、それ以降に受付したも
のは、次の定例会前の議会運営委員会で審
議するかどうか判断することになります。
　詳しくは、議会事務局へお問い合わせく
ださい。
※意見書提出を求める場合は、意見書の案
文を添付願います。

請願（陳情）書
　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
　田村市議会議長　○○○○　様
　　　  　請願者　住所　○○○○○○○○
　　　　（陳情者）  氏名　○○○○○  印
　　　　（連絡先）  電話番号　○○○○○○○○
　　　　紹介議員　○○○○（署名又は記名押印）
　　　　　　　　　※陳情の場合は不要

　　（件名）　○○○○について
      請願（陳情）要旨　○○○・・・・
　　請願（陳情）事項　○○○・・・・

【記載例】

県新ブランド米の
導入は。

情報を収集し、検
討します。

石井　忠治議員

新年度には、「田村市小学校適正規模・適正配置検
討委員会」を設置し、適正な規模及び配置について
方向性を示す予定です。

小学校の適正規模に基づく統合計画は。
Ａ（教育長）
Ｑ

①県オリジナル水稲品種「福、笑い」は、登録制で
の検討や標高が低い地域のみ栽培可能との報道か
ら、情報を収集し検討します。また、酒造好適米「福
乃香」は、会津平坦地を栽培適地としていますが、
蔵元から要望があれば、生産も可能と思われます。
②田村市小規模土地改良事業で、事業費５０万円を
上限とし、その１／３を支援する制度があります。

①県新ブランド米の導入・普及に向けた取組みは。
②揚水ポンプ購入補助などの市単独支援事業の取組
みは。

Ａ（産業部長）

Ｑ

教育行政の充実・進展及び課題について

農業の振興及び台風１９号に伴う農地と農業用
施設等の被害実態と復旧・復興について

①土地については、買収面積約３ｈａ、地権者３４
人であり、議決後に手続きを進めます。敷地造成工
事は、総事業費４億７，５００万円で、本年５月か
ら令和４年１月までの工期で進めます。年次工程
は、令和２年度に建設基本設計、令和３年度に建設
実施設計、令和４年度から５年度の２か年で建設工
事を行い、令和６年春頃の開院を目指します。
②ご当地体操については、平成２７年度に田村市版
元気・筋肉モリモリ体操を考案しています。第２次
田村市健康増進計画は、事業評価を基に見直しを行
い、健康長寿のまちづくり事業など、新たな事業を
盛り込み、改訂版を令和２年３月に策定します。

①新たな市民病院の用地買収、敷地造成工事の進捗
と建設計画の年次工程は。
②ご当地体操の考案と第２次田村市健康増進計画の
進捗は。

Ａ（市長）

Ｑ

保健・福祉行政の充実について

田村市版元気 ・筋肉モリモリ体操
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各委員会は、次のとおり視察調査を行いました。

●総務文教常任委員会

●視察日　令和２年１月２２日～２４日
●視察地　和歌山県有田川町
　　　　　和歌山県田辺市
●調査項目
　・有田川町のまちづくり
　「環境とエコを両立させたまちづくり」
　・田辺市の生涯学習施策について
●調査結果
　有田川町では、再生可能エネルギーの
導入に力を入れ、全国でも珍しい町営の
小水力発電所の建設や売電事業の実施、
町営施設等への太陽光発電設備の導入に
より収益を生み出し、エコ基金として積

有田川町役場にて

み立て、町民への太陽光
設備の導入補助などによ
る、環境と経済が両立し
たまちづくりの取組みに
つ い て 説 明 を 受 け ま し
た。
　田辺市では、第２次田
辺市生涯学習推進計画の
基本目標により、地域の
魅力を再発見し、まちや地域を支える人づくりを行うことを目
的にした地域学講座「まちづくり市民カレッジ＋（プラス）」や
生涯学習による協働のまちづくりの推進ため、市の施策などを
学習する機会を提供する「まちづくりまなびあい講座」などの
実施により、生涯学習における持続可能な地域づくりの取組み
について説明を受けました。

各　委　員　会　視　察　調　査　報　告

●市民福祉常任委員会

●視察日　令和２年１月２８日～３０日
●視察地　新潟県魚沼市立小出病院
　　　　　長野県茅野市
●調査項目
　・魚沼市立小出病院の運営について
　・第３次福祉ビーナスプラン（第３次
　　茅野市地域福祉計画）について
●調査結果
　魚沼市では、魚沼医療圏での「地域全
体でのひとつの病院」の考えのもと、医
療再編を実施し、小出病院を市が設立し
た「一般社団法人魚沼市医療公社」が指
定管理者として経営を行い、内科系疾患

茅野市役所にて

の急性期医療からの回復
期、慢性期医療、終末期
医療など幅広く提供する
地域医療の取組みについ
て説明を受けました。
　茅野市では、福祉２１
ビーナスプラン策定によ
る、「地域包括支援体制
の定着」を基本とした総
合的な地域福祉のため、公的サービスと市民の支え合いを組み
合わせ、行政区・自治会での福祉推進員の設置や地区毎の「地
域福祉行動計画」の策定など、福祉や医療の「多職種連携」に
とどまらす、製造業やサービス業、地域住民など様々な人に携
わってもらう「多業種連携」社会を目指す地域福祉計画の取組
みについて説明を受けました。

●産業建設常任委員会

●視察日　令和２年１月２７日～２９日
●視察地　埼玉県飯能市
　　　　　長野県岡谷市
●調査項目
　・エコツーリズムの取組みについて
　・塚間川流域浸水被害対策プランの取　
　　組みについて
●調査結果
　飯能市では、観光客の多くが地域との
関わりを持たずに帰っている状況や観光
客による自然環境への悪影響、また、地
域林業の不況による森林の荒廃など、地
域や自然環境の活力低下などの課題解決

飯能市役所にて

のため、エコツーリズム
を通した、身近な自然観
光資源・歴史文化資源を
活かし、守りながら、地
域の活性化や経済振興を
行う取組みについて説明
を受けました。
　岡谷市では、平成２５
年の８月豪雨による市内
の塚間川流域での浸水被害を教訓に、河川拡幅や調節池の設置、
流域貯留浸透施設の整備などのハード対策と、地域住民による
防災、水防訓練の強化、危険情報周知対策などのソフト対策の
両面から対策を行うことで、近年多発している「ゲリラ豪雨」
から、市内の施設や住民への被害を軽減するための取組みにつ
いて説明を受けました。
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総務文教常任委員会
委員長　半谷　理孝

昨年の台風１９号災害に対する寄附金額はどの程度
あったのか。

台風１９号災害に対しては、１７件の寄附があり、
総額２０８５万１１６０円でありました。

災害対策基金条例

Ａ（財政課）

Ｑ

議案６件を審査し、すべて可決すべきものと決定

市民福祉常任委員会
委員長　大橋　幹一

議案８件を審査し、すべて可決すべきものと決定

職員の給与に関する条例の一部改正

現在の住居手当の支給者数と最高支給額はいくら
か。また、改正による金額の変化はいくらになるの
か。

Ｑ

Ａ（総務課）
現在の住居手当の支給人数は４５人となっていま
す。そのうち、支給最高額は上限額の２万７０００
円となっています。また、今回の改正により１００
０円の引き上げとなります。

手話言語及び障害者コミュニケーション条例

Ａ
条例制定後の具体的な施策は。

（社会福祉課）
今後は、社会福祉課の窓口に手話通訳ができる者を
１名配置します。また、登録手話通訳者の学習会や
養成講座を開催する予定です。

Ｑ

各委員会活動報告

陳情の審査結果
「幼児教育・保育の無償化の実施に伴う陳情書」は、幼
児教育・保育の無償化実施にあたり、副食費の保護者負
担軽減及び無償化の対象となる認可外保育施設をを限定
する条例の制定などを求めるものです。審査では「すで
に「子ども・子育て支援法」の改正及び市独自の制度に
より陳情の趣旨は十分に達成されており、また、無償化
の対象となる許可外保育施設を限定する条例を制定した
場合、近隣市町村と不均衡が生じる恐れがあることから
不採択とすべき」との意見が出されました。審査の結果、
全会一致で不採択とすべきものと決定されました。

「軽自動車税納税証明書継続検査用の有効期限と軽自動
車税の納期期日の変更について」は、毎年、４月末から
５月第１週目にかけて祝日が重なるため、この時期に車
検を受ける際の継続検査用納税証明書の発行が困難であ
ることから、軽自動車税の納期限を５月３１日に変更
し、継続検査用の納税証明書の有効期限を５月３０日と
することを求めるものです。審査では「事務処理に余裕
を持たせるためにも普通自動車と同じ５月３１日を納期
限とすべき」との意見が出されました。一方で、「納期
期日の変更には、条例の改正や周知期間の課題もあるた
め、陳情内容等を十分に解釈しながらさらに検討する必
要があることから、継続調査とすべき」との意見が出さ
れました。採決の結果、賛成多数で継続審査を要するも
のと決定されました。

田村広域行政組合の解散に伴う田村東部環境セ
ンター、田村西部環境センター及び田村広域一
般廃棄物最終処分場の財産処分について

財産の帰属に伴い、各市町で負担金額が生じること
はあるのか。

Ｑ

Ａ（総務課）
今回については、財産の最終的な行き先のみを決定
するものであり、経済的負担や精算の時期について
は、今後、他の施設と合わせて協議をしていきます。

基金への積立額はいくらになるのか。

基金への積立額は２１００万円となっています。
Ａ（財政課）
Ｑ

所管事務調査 ３月 6 日に、「行政局、各出張
所に関する事項」について、所
管事務調査を実施しました。

美山出張所

認可保育所、市民病院及び給食施設の建設用地取得
に係る算定根拠は。

（保健課）
国道２８８号バイパスの買収単価及び評価鑑定の金
額を参考に算定しました。

土地の取得

Ｑ

Ａ

所管事務調査
３月 6 日に、「大越
診療所及び保健福祉
施設整備計画」につ
いて、所管事務調査
を実施しました。

大越診療所建設地
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議会事務局からのお知らせ

☆議会中継をインターネットにより動画配信しています！！

☆市民の声を募集しています！！

☆市政だより、議会だよりをスマホ用アプリ『マチイロ』でご覧いただけます！！

田 村 市 議 会 の ホ ー ム ペ ー ジ で は、 議 会 に 関 す る 各 種 情 報 を 公 開 し て い ま す。
定 例 会 等 の 開 催 日 程 や 会 議 録 な ど、 最 新 の 情 報 を ご 覧 に な る こ と が で き ま す。

 「た む ら 市 政 だ よ り」、「た む ら 議 会 だ よ り」 を も っ と 多 く の 皆 さ ん に 読 ん で い
た だ け る よ う 、 ス マ ー ト フ ォ ン 用 ア プ リ「 マ チ イ ロ 」 を 導 入 し ま し た 。 こ の 無
料 ア プ リ を ダ ウ ン ロ ー ド す る と 、 い つ で も ど こ で も ス マ ー ト フ ォ ン な ど で「 市
政 だ よ り」 や「議 会 だ よ り」 を 読 む こ と が で き ま す。
 ダ ウ ン ロ ー ド 方 法 な ど 詳 し く は「マ チ イ ロ」 の ホ ー ム ペ ー ジ を ご 覧 く だ さ い ！ 　

　議 会 や 市 政 全 般 に 対 す る ご 意 見・ ご 要 望 な ど を ３ ６ ０ 字 程 度 で 、 住
所・氏 名 を ご 記 入 い た だ き、顔 写 真 を 同 封（添 付） し て 持 参、郵 送、メ ー
ル に よ り 議 会 事 務 局 ま で ご 寄 稿 く だ さ い。
　 な お 、 ご 寄 稿 い た だ き ま し た 原 稿 に つ い て は 、「 市 民 の 声 掲 載 基 準 」
に 基 づ き 、 掲 載 の 可 否 を 判 断 い た し ま す 。 詳 し く は 、 議 会 事 務 局 ま で
お 問 い 合 わ せ く だ さ い。

　田 村 市 議 会 で は、イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し、本 会 議 中 継 を 動 画 配 信（ラ イ ブ 及 び 録 画）し て お り ま す。
市 の ホ ー ム ペ ー ジ か ら ア ク セ ス し て い た だ く と 、 代 表 質 問 や 一 般 質 問 な ど の 映 像 を ご 覧 い た だ く こ
と が で き ま す。
　 な お、ラ イ ブ 配 信 は 議 会 開 催 中 に、録 画 配 信 は 議 会 閉 会 後 1週 間 程 度 で ご 覧 に な る こ と が で き ま す。
詳 し く は、 議 会 事 務 局 ま で お 問 い 合 わ せ く だ さ い。

☆アドレス☆ http://machiiro.town/

産業建設常任委員会
委員長　照山　成信

３月６日に、「国道２８８号バ
イパス計画の現状」について、
所管事務調査を実施しました。

条例を新たに制定する背景は。

これまでは、全国一律で基準が制定されていました
が、都市部と地方の実情が異なることから、自治体
ごとに国が定めた範囲内で設定できるようになった
ため、新たに条例を制定しました。

工場立地法準則条例

（商工課）

議案８件を審査し、すべて可決すべきものと決定

今後の運営方針は。Ｑ

Ｑ

Ａ

バンガローなどの老朽化やキャンプ場の利用者が減
少していることから、今後は「星のビレッジ」３棟
のみで運営を行っていきます。

（観光交流課）Ａ

国民休養地仙台平キャンプ場条例の一部改正

国道２８８号船引バイパス２工区

産業団地全体の埋設物撤去の工期及び事業費は。Ｑ

工期は令和２年度内の完了を目指しており、事業費
の総額は約６億円となっています。

（商工課）Ａ

田村市産業団地地中埋設物撤去工事請負契約

陳情の審査結果
「木質バイオマス発電施設等整備事業への交付金等の交
付執行に関わる事項の審議凍結・保留等の陳情」は、田
村市産業団地内に建設中の木質バイオマス発電施設等整
備事業への交付金等の執行について、福島地方裁判所で
の判決まで、審議の凍結保留と予算案への審議凍結保留
の旨を付帯事項として求めるものです。審査では、「事
業はすでに議決され、始動しており、現在裁判も係争中
であることから、判決を待つことは事業の遅延に繋がる
ため不採択とすべき」との意見が出されました。審査の
結果、全会一致で不採択とすべきものと決定しました。

所管事務調査
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☆田村市議会ホームページアドレス☆
 http://www.city.tamura.lg.jp/site/gikai/

船引高校２年生

内田　梨奈さん（都路町出身）

「福島県の未来を考える」

☆６月定例会の開催予定☆
　６月定例会は下記の日程で開催される予定です。議会は一般に公開され、どなたでも傍聴できます。
なお、正式には定例会初日に決定されるため、変更になることもあります。詳しくは議会事務局までお問
い合わせください。

６月１日（月）初日（招集日）
　会期の決定、提案理由の説明など

６月３日（水）代表質問
６月４日（木）一般質問
６月５日（金）一般質問
６月８日（月）一般質問

６月９日（火）総括質疑、議案等の常任委員会付託
各常任委員会審査

６月１０日（水）予算常任委員会審査
６月１２日（金）最終日

　各常任委員会審査結果報告、質疑、討論、採決

議会だよりへのご意見・ご要望をお寄せください！！

シリーズ 若者の声シリーズ 市民の声

　私は先日「～福島県の未来を考える～高校生による対話型
ワークショップ」に参加しました。これからの福島県につい
て高校生の意見を聞くために、県復興・総合計画課の職員の
方々により企画されたイベントで、郡山会場には３１人が参
加しました。
　まず、職員の方に福島県の現状と課題を伺い、その後、小
グループに分かれて解決方法について意見交換をしました。
その中で印象に残っているのは、「福島の未来をつくるため
に私たちができること・すべきこと」というテーマの話し合
いです。私のグループでは、福島県の小中高校生の学力が低
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「受け継がれる家族のかたち」

　我が家に初孫が誕生して、もうすぐ二年になろうとしてい
ます。現在、一つ屋根の下に、４世代、７人で生活をしてい
ます。最近、母の認知症が進んだように見えていましたが、
ひ孫と一緒に遊ぶようになり、明るく元気になりました。今
では、孫が、我が家の中心的存在となり、楽しく毎日を過ご
しています。
　私たちが、子育てをしていた頃は、共働きで忙しく、あま
り子供たちの面倒を見ることができませんでした。しかし、
親と同居することで、助けてもらうことができ、何とか育て
上げることが出来たのだと思います。今度は、自分たちの子
供に充分できなかった分、孫に沢山の愛情を注ぎたいと思っ
ています。
　私の住んでいる地域でも、少子
化、核家族化が進んでいます。子
を持つ親にとって、仕事と子育て
の両立は大変です。少しでも、私
たちが手助けをすることで、親子
の絆も深まり、また、少子化にも
歯止めがかかるような気がしま
す。まだまだ頑張らなくては！

いという現状を改善するために、
高校生が小中学生に勉強を教える
機会を作ることを提案しました。
　短い時間でしたが、他校生と意
見を交わし合ったことは大変刺激
になりました。これからの福島県
のために、私たち若い世代が積極
的に行動し、福島県の未来を担っ
ていくのだという決意を新たにし
ました。 ワークショップでの様子
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編　集　後　記

今回の議会だより第６１号をもって、現
在の広報委員による編集も最後となりま
した。計８回の議会だより編集に携わっ
て学んだことは沢山ありますが、シリー
ズとして連載している「市民の声」、「若
者の声」には特に学ぶものが多くありま
した。ご住職さんと和牛畜産の奥様、測
量会社のＯＢ、建設会社の経営者、いろ
いろな方々が自分の人生を通して田村市
に住む良さや警句、感慨を語っているの
です。また、船引高校の生徒さんが若者
の目線から、田村市や福島県の現状をしっ
かりと捉えて、意見している姿には未来
を感じました。ありがとう、船引高校の
皆さん。そして各地区で市民の声を発し
て下さった皆さん。これからも議会だよ
りが続く限り、このシリーズは大切に巻
末を締める「一隅を照らす言葉」として
永遠に残ると思います。寄稿して下さっ
た数多くの皆様に御礼を申し上げ、編集
後記に代えさせて頂きます。

「一隅を照らす言葉」


